開発政策のための新コミュニケーション・ガイドラインが発表される

コミュニケーションは開発

【イタリア・ローマ、２００６年１０月２７日】

１０月２７日に閉幕した第１回「開発のためのコミュニケーションに関する世界会議（WCCD: World Congress on Communication for Development）」において参加者が政策立案者に対し発したメッセージは、明確かつ簡潔であった。「家に帰り、人々の声に耳を傾けよう」

「コミュニケーションは開発である」との会議参加者の宣言は、コミュニケーション施策のない開発イニシアティブは本質的に有効性に欠けるとして、コミュニケーションに大いに努めることを呼びかけたものである。これを裏付ける証拠は数限りない。世界各地から選任されてローマに集まった７００人を超す参加者は、１０月２５日から２７日までの３日間、事例研究やリサーチ論文を発表し、開発プロジェクトやプログラムにおけるコミュニケーションの有効な効果について論証を行った。２００以上の団体・組織から会議に参加した専門家は、創造的なワークショップやセミナーを通じて、経験を共有し、考えを交換し、もっとも効率的なコミュニケーション戦略について議論を重ねた。会議最終日には具体的な提言がまとめられた。提言は今後、政策立案者に働きかけるためのアドボカシー・ツールになるものと期待される。

世界銀行のポール・ミッチェル開発コミュニケーション部長は、ビデオメッセージで挨拶し、「この会議は、開発のためのコミュニケーションが開発にとって必要不可欠なツールであり、グローバルアジェンダとして提言されるべき課題であることを実証した」と述べた。

NGO、国際開発機関、二国間援助国・機関、開発の現場で働く人々、学者が、会議での広範に及ぶ意見や情報の交換あるいは議論からもっとも有効な結論を導き出し、たとえば、各国政府や地域社会がいかにしてコミュニケーションを活用してより具体的な成果を上げることができるか、その改善策など、政策立案者に提案する簡潔な提言を発表した。

国連食糧農業機関（FAO）のジャック・ディウフ事務局長は、「人々に発言の機会を与え、人々の意見が取り入れられるように図ってこそ初めて、開発は持続可能なものとなる」とし、「良き聞き手となることも役に立つ。相手から学ぶことは多い」と述べた。

プロパガンダよりは、アウトリーチ活動を、すなわち、一方的な主義主張よりは、双方向の参加型の対話を心掛けることが重要である。これが、最終的には、透明性を高め、ガバナンスを向上させ、保健サービスや教育を受ける機会を広げ、マイノリティの公正な処遇や男女平等を促進するなど、数々の改善につながる。

「私たちは、HIV／エイズから自然資源の管理、ガバナンス、そして貧困それ自体に至るまで、あまりに多くの困難な喫緊の開発課題を抱えている。そうした中私たちは、問題の根源とともに解決策を探る上で、私たちの生活や行動の指針となる社会規範、私たちの社会を管理・統制する政策や法規則、私たちの緊密な人間関係、私たち自身の行動、さらには私たちの共同体としてのまた個人としての想像力やビジョンに目を向けることが必要である。こうして社会としてまた個人として熟考を重ね、変革を遂げるためには、効果的なコミュニケーションを図ることに一層優先して取り組まなければならない」とコミュニケーション・イニシアティブ・パートナーシップのガース・ジャフェット会長は述べた。

会議は最後に、人々の意見に耳を傾けることを政策立案者に呼びかけて閉会した。しかしながらそれは、開発に携わるすべての人々への呼びかけでもある。

コミュニケーションは開発であり、貧困者に資するものである。だからこそ、耳を傾けるときだ。

さらに詳しい情報は、会議のウェブサイト（www.devcomm.org）を参照ください。

